
質疑応答・意見交換の内容について紹介致します。（要約・発言順） 

YouTube や議員の Twitter でも紹介されていますのでご覧下さい。 

  

https://www.youtube.com/watch?v=l4uDIWRW5tc&t=3382s 
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JAL は経営状態も戻り、強制解雇した人の数倍の新規採用をしている。とんでもないこと。

皆さんを再雇用することは財務的にも可能だ。赤坂社長が解決したいと言いながら、金銭の

解決策はないと言っている。最終的に金銭的解決策も含めて雇用を大事にすべき。働く人を

大事にしないと経済は良くならない。闘争している皆さんも雇用を回復・解決して行くこと

が大事。参加している先生方や皆さんと相談しながら取り組んでいく。解決できれば嬉しい。 

当時大量解雇をしたにも拘わらず、大量採用があっ

た。この解雇は不当労働行為であり、組合に対する弾

圧であり、その人達を排除しながら、採用し続けてい

る。とんでもない、日本の組合運動の中でも、私たち

が国会の中で、解決しなければならない課題だ。国労

では連立政権の時に人道的解決をした。JAL 争議を

個人としてでも社民党としても頑張り、超党派で力を

合わせて解決していきたい。 

経営破綻の責任は誰にあるのか。安全第一に懸命

に働く労働者に経営破綻の責任はない。争議を解

決するのは経営者の責任である。違法行為の下で

解雇が強行された。稲盛氏の「解雇の必要はなか

った」という発言や、経営トップが「解決したい」

と言っていることからすると、その責任は重大。

航空業界に対する国の支援は当然あるはず。公的

資金の投入というのは、争議の人道的解決と雇用

を守るという立場からやるべきだ。 

皆さんが訓練をし、技術を磨き、空の安全に寄与していることは大事。自主的に適切に解

決すべきである。政治として JAL にどうアプローチしていけば、適切に対応して貰える

のか、皆さんと議論を深め、できる事をしていきたい。JAL は潤沢な資金があるにも拘わ

らず、一度経営が悪くなって、解雇をせざるを得なかった人達を、なぜもう一度採用でき

ないのか。皆さんが鍛錬を重ね、会社に戻ってもう一度生かしたいという気持ちがある現

状に、寄り添ってサポートをすべきだと思う。 

社民党  
福島瑞穂参議院議員 

日本共産党  
穀田恵二衆議院議員 

自民党 山本ともひろ衆議院議員 

立憲民主党 

衆議院議員 

全ての争議を解決し 
安全・安心の航空へ 

https://www.youtube.com/watch?v=l4uDIWRW5tc&t=3382s
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10年争議は長く大変だが、ここは踏ん張り

どころだと思う。皆さんが言っていること

無理なことではない。誠意を持って話し合

いをしなくてはならない。会社との話し合

いの状況はどのようになっているのか。 

＜内田客乗原告団長＞これまで会社は争議団との話

い合いは行わないとの姿勢であった。乗員では原告団か

らひとり執行委員になっている。客乗ではこの 8 月から

3 名が特別執行委員になり、会社は拒否できず交渉に出

でいる。今、地上職への希望者について交渉中。結果は

出ていない。乗務への復職と、10 年間の経済的なデメ

リットなど金銭についても交渉を進め解決したい。 

＜山口乗員原告団長＞乗員では一名だけ、地上の訓練

関係で契約社員として雇用されている。 

 

政府や行政の公的な立場の人は、労使交渉を見守る

とか指導する等の原則があるが、この整理解雇を引

き起こした当事者として、政府はキチンとした監督

責任と結果責任を負うべきだと思う。皆さんはそう

いう視点で交渉をしたことはないのか。また、行政

に対して、踏み込んだ要求をしたことはないのか。 

 

 

＜内田団長＞交渉している。4 回の ILO 勧告の

意義について会社の理解が不十分。労使でキチン

と話し合って、解決に至るまで誠実に交渉を求め

ると要請されている。ILO 勧告は政府にも出され

ているので、政府は関係ないとは言えない。完全

履行されるまで、政府も責任を持って指導に当た

るべき。会社にも行政への要請でも、伝えている。 

＜山口団長＞この 3 年位、国交省・厚労省への

要請は行っていない。10 月に要請に行く予定。 

全国各地での皆さんの訴えに対する国民的

な反響、受け止めを紹介してほしい。皆さん

の闘いは国民的意義がある。安全第一の問題

と共に、解雇自由な社会は許さないと、国民

的な闘いの先頭に立って頑張ってきた。 

＜内田団長＞「JAL の解雇問題がこのまま終わってし

まったら、いつ誰が首を切られるか分からない。儲かっ

ていても企業の都合で解雇される社会になってしまう。

解雇争議の解決は、労働者にとって重要な意義がある。

頑張ってほしい」と全国から声が寄せられている。社長

は雇用を守ると社員にメッセージを出しているが職場

は信用していない。2010 年に整理解雇しないと言いな

がら解雇して未だに解決していない。雇用を守るという

のであれば、解決してほしいというのが職場からの声。 

政府の関与がなければ JAL の再生はできなかった。必要のない

解雇を行って、民間だから関係ないというのは無責任。不当労

働行為では勝っている。ILO が言うように、対等のテーブルに

つくようにさせるのが政府の責任。超党派の ILO 議連が ILO

重視で頑張っている。そこに持ち込んでいくことが大事。 

東京オリパラ委員会や事務局に相談

して、JAL にプレッシャーをかけて 

いるのか。JAL にはそういう話が来

ているのか、確認はしているのか。 

＜山口団長＞オリパラ東京組織委員会には、部長と担当者に

会い、国際条約を守って貰いたいと要請した。東京組織委員会

として JAL に伝えたという確認は取った。JAL には話は受け

たことまでは確認しているが、その後のアクションがない。コ

ロナでオリパラは延期になったので、今は控えている。 

立憲民主党  
真山勇一参議院議員 

立憲民主党  

矢上雅義衆議院議員 

共産党  
高橋千鶴子衆議院議員 

共産党  

笠井亮衆議院議員 

自民党  
山本ともひろ衆議院議員 

最後に閉会の挨拶として、斎藤乗員原告副団長から、ご参加頂いた議員と秘書の方々への

御礼とともに、国会でのお力添えをお願いして、院内勉強会は閉会しました。 


